
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横浜市は、環境省及び IIASA※１が令和７年３月 19 日（水）にパシフィコ横浜で開催

する、「日本-IIASA ジョイントセミナー in 横浜：日本の経験は、IPCC 気候変動と

都市報告書にどのように貢献できるか？」を共催します。 

気候変動対策の推進において都市の果たす役割の重要性に鑑み、IPCC※２は第 7

次評価サイクルにおいて、2027 年までに「気候変動と都市に関する特別報告書」を

作成することを決定しています。このセミナーでは、同報告書への日本の貢献につい

て、同報告書の第 1 回主執筆者会合の参加者や地方自治体関係者等がスピーカーとして登壇

し、日本と IIASA による「気候変動における都市の役割」に関する共同研究の成果や、気候変

動と他分野のシナジーについて紹介します。 

 当該セミナーでは、山中 竹春 横浜市長が基調講演を行い、IPCC の関係者を含む国際社

会に対して、横浜市の脱炭素化や循環型社会への移行に向けた取組を発信します。 

参加申込み及び取材には事前登録が必要です。ぜひ御登録の上御来場ください。 

 

【イベント概要】 

日   時：令和７年３月 19 日（水）15 時 00 分～17 時 30 分（14 時 30 分開場） 

開催方式：対面方式及びオンライン方式の併用（いずれも参加費無料） 

会   場：パシフィコ横浜 会議センター 501  

        （神奈川県横浜市西区みなとみらい 1-1-1） 

主   催：環境省、IIASA 

共   催：（公財）地球環境戦略研究機関（IGES）、横浜市 

協   力：イクレイ日本、（一社）海外環境協力センター 

参加方法：参加には事前申込が必要です。オンライン参加には人数制限はありませんが、 

会場参加の場合は先着順で、定員になり次第締め切らせていただきますので 

予め御了承ください。 

オンライン参加(人数制限無し)の場合も事前申込みが必要です。 

申込方法及びその他詳細な情報については下記ウェブサイトを参照ください。 

<https://www.iges.or.jp/jp/events/20250319> 

取材方法： 本シンポジウムの取材を御希望の方は上記 URL より詳細確認の上 

３月 14 日（金）17 時までにお申し込み願います。 

プログラム：裏面を御参照ください（日英同時通訳あり）。 

 

 

 

 

令 和 ７ 年 ２ 月 2 0 日 
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【プログラム】 

 ※ 変更となる場合がございます。最新情報は上記ウェブサイトを参照ください。 

15 時 00 分-15 時 20 分 開会挨拶 

・ 松澤 裕 環境省地球環境審議官 

・ 竹本 和彦 IIASA 日本委員会委員長・IIASA 理事会議長 

・ IPCC 代表者 

15 時 20 分-15 時 40 分 基調講演 

・ 山中 竹春 横浜市長 

15 時 40 分-16 時 00 分 休憩 

16 時 00 分-17 時 30 分 パネルディスカッション 

（モデレーター） 

・ 内田 東吾 イクレイ日本事務局長 

（パネリスト） 

・ ウィンストン・チョウ IPCC WGII 共同議長（予定） 

・ デブラ・ロバーツ IPCC 都市特別報告書統括執筆責任者/調整役代表執筆者 

・ レイラ・ニアミール IIASA エネルギー・気候・環境プログラム研究員 

・ 川又 孝太郎 千代田区ゼロカーボン推進技監（予定） 

・ エリック・ザスマン IGES 研究員 

 

 

※１  IIASA…国際応用システム分析研究所（ IIASA： International Institute for Applied 

Systems Analysis）。システム分析を進め、その研究手法を適用して、人の足跡を減らし、自然および社

会経済システムの回復力を高め、持続可能な開発目標の達成を支援する政策ソリューションを特定する国

際的な研究機関。オーストリアのウィーン郊外に所在し、気候変動、エネルギー安全保障、人口の高齢化、持

続可能な開発など、地域的および世界的に重要な複雑なシステムの問題に関する証拠に基づく洞察を提供

することを目的とした科学研究に取り組んでいる。 

 

※２ IPCC…気候変動に関する政府間パネル（IPCC：Intergovernmental Panel on Climate 

Change）。世界気象機関（WMO）及び国連環境計画（UNEP）によって 1988 年に設立された政府間組

織。スイスのジュネーブに所在し、気候変動に関する最新の科学的知見について評価を行い、定期的に報告

書を作成している。また、本報告書は国際交渉や国内政策のための基礎情報として、世界中の政策決定者

に引用されている。1990 年に公表された第 1 次報告書以降、5 年～8 年に一回程度のサイクルで報告書

の作成が行われている。 

 

お問合せ先 

（イベント全体に関すること） 

国際局グローバルネットワーク推進課担当課長  卯都木 優子 Tel 045-671-4889 

（脱炭素分野の取組発信に関すること） 

脱炭素・ＧＲＥＥＮ×ＥＸＰＯ推進局戦略企画課グローバル担当課長 

安養寺 智   Tel 045-671-4933 

 


